
財務諸表

（研究・育種勘定）

令和６事業年度



（研究・育種勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 2,722,339,534

棚卸資産

貯蔵品 961,261

未成受託研究支出金 361,967 1,323,228

前払費用 20,534,385

未収入金 889,258,445

賞与引当金見返　（注） 543,526,343

未収還付消費税等 24,479,730

4,201,461,665

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

建物 23,623,619,380

減価償却累計額 △ 16,735,416,072

減損損失累計額 △ 218,956 6,887,984,352

構築物 4,162,473,396

減価償却累計額 △ 2,909,804,318 1,252,669,078

機械装置 103,596,797

減価償却累計額 △ 103,596,770 27

車両運搬具 146,580,318

減価償却累計額 △ 126,189,121 20,391,197

工具器具備品 6,395,325,801

減価償却累計額 △ 5,525,434,995 869,890,806

土地 31,690,755,248

減損損失累計額 △ 202,700,000 31,488,055,248

建設仮勘定 17,927,800

有形固定資産合計 40,536,918,508

２ 無形固定資産

特許権 8,828,958

商標権 1,168,007

ソフトウェア 45,407,787

電話加入権 180,000

工業所有権仮勘定 9,047,487

ソフトウェア仮勘定 14,960,000

無形固定資産合計 79,592,239

３ 投資その他の資産

退職給付引当金見返　（注） 6,133,276,657

その他の預託金 271,460

投資その他の資産合計 6,133,548,117

46,750,058,864

50,951,520,529

貸　借　対　照　表

（令和７年３月３１日）

        流動資産合計

資産合計

固定資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務　（注） 1,182,153,570

預り寄附金　（注） 5,606,089

未払金 1,939,411,683

未払費用 94,425,017

契約負債 15,239,881

預り金 285,191,992

引当金

　賞与引当金 543,526,343 543,526,343

4,065,554,575

Ⅱ 固定負債

資産見返負債　（注）

　資産見返運営費交付金 1,455,895,197

　資産見返補助金等 51,225,814

　資産見返物品受贈額 575,011

　資産見返寄附金 90,360,063

　建設仮勘定見返運営費交付金 18,587,800

　建設仮勘定見返施設費 14,300,000

　工業所有権仮勘定見返補助金等 606,825 1,631,550,710

引当金

　退職給付引当金 6,133,276,657 6,133,276,657

7,764,827,367

11,830,381,942

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 48,959,155,297

資本金合計 48,959,155,297

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 10,568,993,247

その他行政コスト累計額　（注）

減価償却相当累計額（△）　 △ 18,529,843,728

減損損失相当累計額（△）　 △ 209,899,956

除売却差額相当累計額　（△）　 △ 2,139,381,325 △ 20,879,125,009

△ 10,310,131,762

Ⅲ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金　（注） 34,134,002

積立金　（注） 222,887,546

当期未処分利益 215,093,504

（うち当期総利益 215,093,504 ）

472,115,052

39,121,138,587

50,951,520,529

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

利益剰余金合計

         純資産合計

      　　 負債純資産合計

流動負債合計

固定負債合計

資本剰余金合計

負債合計



（研究・育種勘定） （単位：円）

Ⅰ

10,685,249,551

1,194,297,007

19,996,253

535,406

11,900,078,217

Ⅱ

（注） 654,703,248

（注） 4,977,223

（注） 9,934,536

669,615,007

Ⅲ 行政コスト 12,569,693,224

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

行政コスト計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

損益計算書上の費用

研 究 業 務 費

一 般 管 理 費

臨 時 損 失

　その他行政コスト合計

雑 損

減 価 償 却 相 当 額

減 損 損 失 相 当 額

　損益計算書上の費用合計

除 売 却 差 額 相 当 額

その他行政コスト



（研究・育種勘定） （単位：円）

経常費用

研究業務費

人件費 6,484,715,424

賞与引当金繰入 488,859,038

退職給付費用 559,070,008

業務委託費 723,212,516

減価償却費 391,445,700

賃借料 128,886,946

水道光熱費 359,269,917

消耗備品費 657,245,057

その他研究業務費 892,544,945 10,685,249,551

一般管理費

人件費 780,333,460

賞与引当金繰入 54,667,305

退職給付費用 43,421,632

減価償却費 11,975,923

賃借料 10,410,230

消耗備品費 35,379,776

その他一般管理費 258,108,681 1,194,297,007

雑損 19,996,253

11,899,542,811

損　益　計　算　書

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

経常費用合計



経常収益

運営費交付金収益　（注） 9,109,097,959

施設費収益　（注） 98,724,776

手数料収入 9,825,816

成果普及等事業収入 17,230,871

受託収入

政府等受託研究収入 287,681,693

政府等以外受託研究収入 708,288,887

その他受託収入 48,995,307 1,044,965,887

国庫補助金等収益　（注） 147,642,613

財産賃貸収入 763,616

寄附金収益　（注） 69,562,085

資産見返負債戻入　（注）

資産見返運営費交付金戻入 278,192,728

資産見返補助金等戻入 10,476,965

資産見返物品受贈額戻入 695,980

資産見返寄附金戻入 34,237,933 323,603,606

賞与引当金見返に係る収益　（注） 543,526,343

退職給付引当金に係る収益　（注） 602,491,640

財務収益

受取利息 1,335 1,335

雑益 138,474,028

12,105,910,575

206,367,764

臨時損失

減損損失 275,733

その他の臨時損失 259,673 535,406

臨時利益

固定資産売却益 381,593 381,593

 

当期純利益 206,213,951

前中長期目標期間繰越積立金取崩額　（注） 8,879,553

当期総利益 215,093,504

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

経常収益合計

経常利益



（研究・育種勘定） （単位：円）

減価償却相当累計
額（△）

減損損失相当累計
額

（△）

除売却差額相当累
計額（△）

うち当期総利益（又
は当期総損失）

当期首残高 48,959,155,297 9,377,091,300 △ 17,925,399,645 △ 209,899,956 △ 2,074,210,401 △ 10,832,418,702 43,013,555 167,293,305 55,594,241 - 265,901,101 38,392,637,696

当期変動額

Ⅰ　資本剰余金の当期変動額

　 固定資産の取得 1,191,901,947 1,191,901,947 1,191,901,947

　 固定資産の除売却 50,259,165 4,977,223 △ 65,170,924 △ 9,934,536 △ 9,934,536

　 減価償却 △ 654,703,248 △ 654,703,248 △ 654,703,248

　 固定資産の減損 △ 4,977,223 △ 4,977,223 △ 4,977,223

Ⅱ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　　 利益処分による積立て 55,594,241 △ 55,594,241 0 0 0

(２)その他

　　 当期純利益（又は当期純損失） 206,213,951 206,213,951 206,213,951 206,213,951

　　 前中長期目標期間繰越積立金取崩 △ 8,879,553 8,879,553 8,879,553 0 0

当期変動額合計 0 1,191,901,947 △ 604,444,083 0 △ 65,170,924 522,286,940 △ 8,879,553 55,594,241 159,499,263 215,093,504 206,213,951 728,500,891

当期末残高 48,959,155,297 10,568,993,247 △ 18,529,843,728 △ 209,899,956 △ 2,139,381,325 △ 10,310,131,762 34,134,002 222,887,546 215,093,504 215,093,504 472,115,052 39,121,138,587

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産合計政府
出資金

Ⅰ 資本金 Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金合計資本剰余金

純資産変動計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

前中長期目標期間
繰越積立金

当期未処分利益（又
は当期未処理損失）

積立金
利益剰余金（又は繰

越欠損金）合計

その他行政コスト累計額



（研究・育種勘定）
（単位：円）

Ⅰ

原材料又はサービスの購入による支出 △ 2,685,649,585

人件費支出 △ 7,964,475,893

その他の業務支出 △ 272,796,998

科学研究費補助金支出 △ 445,502,437

消費税による支出 △ 26,735,434

運営費交付金収入 10,803,550,000

受託収入 766,981,597

成果普及等事業収入 14,970,571

手数料収入 9,825,816

科学研究費補助金収入 473,656,559

国庫補助金等収入 89,758,694

寄附金収入 47,093,095

その他の事業収入等 159,750,123

預り金の増加額 11,828,597

　　　　小計 982,254,705

利息の受取額 1,310

982,256,015

Ⅱ

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 1,233,760,105

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 381,600

投資その他の資産の取得による支出 △ 33,990

投資その他の資産の売却による収入 30,690

施設費による収入 797,571,250

△ 435,810,555

Ⅲ 資金増加額 546,445,460

Ⅳ 資金期首残高 2,175,894,074

Ⅴ 資金期末残高 2,722,339,534

キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー



（研究・育種勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 215,093,504

当期総利益 215,093,504

Ⅱ 利益処分額

積立金 215,093,504 215,093,504

利益の処分に関する書類



　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　　１０～５０年

　　構築物　　　　　　５～６０年

　　工具器具備品　　　４～１５年

　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87）の減価償却相当額については、資本剰余金から控除して表示
しております。

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（３～５年）に基づいております。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しております。
　なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を
賞与引当金見返として計上しております。

　役職員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準、森林研究・整備機構役員退職手当規程及び森林研
究・整備機構職員退職手当支給規程に基づき、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。
　退職給付債務の算定にあたり、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法によっておりま
す。
  なお、役職員の退職給付については、運営費交付金により財源措置がなされる見込みであるため、退職給付引当金
と同額を退職給付引当金見返として計上しております。

最終仕入原価法による低価法を採用しております。

個別法による低価法を採用しております。

受託研究に係る収益は、主に国又は地方公共団体から支出された委託費であり、委託契約等に基づいてサービス等を
引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、サービス等を引き渡す一時点において、顧客が当該サービス等に
対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

（２）退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法

重要な会計方針

　「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基
準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」とい
う。）を適用して、財務諸表等を作成しております。

　１．運営費交付金収益の計上基準

　業務達成基準を採用しております。なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く総務関係
部門の活動については期間進行基準を採用しております。また、期中に突発的に発生し、予算、期間等を見積ることがで
きず、業務と運営費交付金との対応関係を示すことができない業務については費用進行基準を採用しております。

　２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

（３）リース資産

　３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金の計上基準

　４．棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

未成受託研究支出金

　６．行政コスト計算書の注記における機会費用の計上方法

　政府出資等の機会費用は、資本剰余金相当額を含めた政府出資等の純額に一定利率を乗じて計算しております。

　７．消費税等の会計処理

　５．収益及び費用の計上基準



その他行政コスト累計額のうち、独立行政法人に対する出資を財源に取得した資産に係る金額

円

（行政コスト計算書関係）

（１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

円

円

円

　　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 円

（２）機会費用の計上方法

　近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。

●国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

円

資金期末残高 円

（２）金融商品の時価等に関する事項

（退職給付引当金関係）

　　

（２）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 （単位：円）

（３）退職給付に関連する損益 （単位：円）

注記事項

（貸借対照表関係）

2,722,339,534

（金融商品関係）

（キャッシュ・フロー計算書関係）

　資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 2,722,339,534

行 政 コ ス ト

自 己 収 入 等

機 会 費 用

●国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引から生ずる機会費用の計算方法

●政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

　10年利付国債の令和７年３月末利回りを参考に1.485％で計算しております。

　当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

12,569,693,224

△ 1,206,286,739

602,546,936

11,965,953,421

　臨時損失におけるNEDO委託事業返還額

　当法人は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構において令和６年４月18日に実施された
委託事業の再確定検査において過払金の返還259,673円が生じたため、臨時損失として計上しています。

14,957,629,914

（損益計算書関係）

（１）金融商品の状況に関する事項

  現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、
注記を省略しております。

　確定給付型の制度として、役員について森林研究・整備機構役員退職手当規程、職員について森林研究・
整備機構職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けており、簡便法により退職給付引当金及び退職
給付費用を計算しております。

　当法人の研究・育種勘定においては、資金運用は短期的な預金等に限定しております。
　未収入債権は、林野庁等の国からの受託収入によるものが主であり、信用リスクは僅少であります。

簡便法で計算した退職給付費用

（１）採用している退職給付制度の概要

期首における退職給付引当金

区　　　　　　　　　　　　分
当　期

（自 令和６年４月１日
　  至 令和７年３月31日）

6,382,458,137

602,491,640

△ 851,673,120

6,133,276,657

区　　　　　　　　　　　　分
当　期

（自 令和６年４月１日
　  至 令和７年３月31日）

602,491,640

退職給付費用

退職給付の支払額

期末における退職給付引当金



（固定資産の減損関係）

（単位：円）

建物付属設備 〃 1 通風装置（Ａ２）

建物付属設備 〃 1 照明装置（Ａ２）

建物付属設備 〃 1 水道（Ａ２）

建物付属設備 〃 310,000 実験設備（Ａ２）

建物付属設備 〃 59,568 実験設備（Ａ２）

建物付属設備 〃 1 下水（Ａ２）

建物付属設備 〃 1 下水（Ａ２）

建物付属設備 〃 1 冷暖房装置（Ｂ３５）

⑤ 建物 茨城県かすみがうら市 1,270,000 土壌平面ﾗｲｼﾒｰﾀｰ測定室（Ａ２）

建物付属設備 〃 1 電動装置（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 変圧装置（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 設備用トレンチ（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 通風装置（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 照明装置（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 ガス装置（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ３５）

④ 建物 茨城県つくば市 1 樹病温室（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 ガス装置（Ｂ３５）

建物付属設備 〃 1 変圧装置（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 冷暖房装置（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 通風装置（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 電動装置（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 照明装置（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 ガス装置（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 鉢置台（Ｂ２１）

③ 建物 茨城県つくば市 1 昆虫温室（Ｂ３２）

建物付属設備 〃 1 特殊管路（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 特殊管路（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 電動装置（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 照明装置（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 特殊管路（Ｂ２０）

② 建物 茨城県つくば市 1 第２水耕硝子室（Ｂ２１）

建物付属設備 〃 1 特殊管路（Ｂ２０）

建物付属設備 〃 1 特殊管路（Ｂ２０）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ２０）

建物付属設備 〃 1 電動装置（Ｂ２０）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ２０）

（１）減損の兆候が認められたが、減損を認識しなかった固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

区分 種　　類

① 建物

場　　所

茨城県つくば市

帳簿価額

1

用　　途

第１水耕硝子室（Ｂ２０）

建物付属設備 〃 1 下水（Ｂ２０）

建物付属設備 〃 1 照明装置（Ｂ２０）

建物付属設備 〃 1 水道（Ｂ２０）



（３）減損を認識しない理由

（単位：円）

（６）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳

（単位：円）

（７）回収可能サービス価額

⑨

建物付属設備 〃 1 構内配電線路電気施設（00746）

建物付属設備 〃 220,963 灌水装置（00746）

⑨ 建物 熊本県合志市 1 検定用温室２号

建物付属設備 〃 1 かんれい遮施設（00746）

建物付属設備 〃 1 電力線路（00535）

建物付属設備 〃 1 ガラス温室排水（00540）

建物付属設備 〃 1 諸作業装置（00535）

建物付属設備 〃 54,772 通風装置（00535）

⑧ 建物 岡山県勝田郡勝央町 1 ガラス温室

建物付属設備 〃 1 ２重天井カーテン（00535）

冷暖房装置（Ａ４）

建物付属設備 〃 1 電動装置（Ａ４）

建物付属設備 〃 1 土留（Ａ４）

建物付属設備 〃 1

建物付属設備

建物付属設備 〃 1 水道（Ａ４）

建物付属設備 〃 1 通風装置（Ａ４）

建物付属設備 〃 214,880 実験設備（Ａ４）

建物付属設備 〃 1 照明装置（Ａ４）

建物付属設備 〃 470,560 実験設備（Ａ４）

建物付属設備 〃 350,880 実験設備（Ａ４）

建物付属設備 〃 1 下水（Ａ４）

建物付属設備 〃 1 下水（Ａ４）

⑥ 建物 茨城県かすみがうら市 2,516,000 土壌斜面ﾗｲｼﾒｰﾀｰ測定室（Ａ４）

⑦ 建物 山形県真室川町

区分 種　　類 場　　所

（５）減損の認識に至った経緯

区分 種　　類

⑦ 建物

（４）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

（２）認められた減損の兆候の概要

ガス装置（Ａ４）

衛生器具設備（Ａ４）

下水（Ａ４）

照明装置（Ａ４）

1 水道（Ａ４）

建物付属設備 〃 1 水道（Ａ４）

建物付属設備 〃 1

　⑦⑧⑨建物及び建物付属設備の一部については、帳簿価額が1円のため減損額は発生しておりません。

通風装置（Ａ４）

⑧

〃

建物付属設備 〃 1

　当該資産については、業務実績の著しい低下、業務運営環境の著しい悪化があったため、減損の兆候が認め
られました。

　引き続き使用が想定されており、使用目的に従った機能を有していることから、減損を認識しておりませ
ん。

　⑦建物及び建物付属設備は令和６年11月27日、⑧建物及び建物付属設備は令和６年10月９日、⑨建物及び建
物付属設備は令和６年５月24日以降法人自らが使用しないという決定を行っており、減損を認識しました。な
お、当該資産については、処分（除却）を行っております。

　⑦⑧⑨当該資産については取り壊しによるものであり、売却を想定していないため、使用価値相当額として
おります。使用価値相当額は、使用しないという決定を行っていることから、備忘価額としております。

減 損 額 備　　考

4,977,223 その他行政コストとして計上

場　　所

山形県真室川町

帳簿価額

4,977,224

用　　途

共同実験室（Ａ４）

建物付属設備 〃 1

建物付属設備 〃 1

建物付属設備 〃 1

建物付属設備 岡山県勝田郡勝央町 54,771 減損損失として計上

建物付属設備 熊本県合志市 220,962 減損損失として計上



（収益認識関係）

（１）収益の分解情報

（２）収益を理解するための基礎となる情報

（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

（資産除去債務関係）

（１）資産除去債務の概要

（２）合理的に見積もることができない旨及びその理由

（追加情報）

　独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに準ずる費用関係

　研究・育種勘定における一定の事業等のまとまりごとの区分は、「森林環境」、「木材産業」、「林木育
種」及び「勘定共通」であり、各事業の主なサービス等の種類は受託研究収入であります。上記に係る一定事
業等のまとまりごとの区分における収益は235,614,340円、741,449,973円、49,586,323円及び18,315,251円で
あります。

　当法人研究所の主要な研究棟について、建築材料に石綿等を使用しているため、建物の解体時に法令の定め
る方法により除去する義務を有しております。
　また、林木育種センターの土地について、林野庁と借地契約を締結しております。当該土地上の建物につい
ては、建物撤去及び退去に伴う原状回復義務を有しております。

　現在、主務大臣から指示される第５期中長期目標（令和３年４月から令和８年３月）において当法人研究所
及び林木育種センターの移転、廃止又は解体については明記されておりません。当法人が作成した第５期中長
期計画（令和３年４月から令和８年３月）においても、研究所及び林木育種センターの移転等は計画しており
ません。さらに、当法人研究所が実施する研究及び林木育種センターが実施する林木の新品種開発等は「森林
研究・整備機構法」第13条「業務の範囲」に規定される当法人の主要業務であり、その移転等については、当
法人の意思決定に加えて関係省庁等の総合的判断を考慮して行われるものであり、その時期については現在未
確定な状況であります。
　以上の理由より、資産除去債務に関連する建物の解体ないし退去の時期を決定することができず、また、現
時点で解体ないし退去予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、
当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、15,239,881円であり、研究・育種勘
定では当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて概ね１年以内に収益を認識することを見込んでい
ます。

　筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用　40,375,161円

　独立行政法人会計基準第62の項目には該当しませんが、独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せ
られるコストに準ずる費用は次のとおりであります。

　当法人の研究・育種勘定においては、以下に記載する内容を除き、会計基準第８６における収益に重要性が
乏しいため、注記を省略しております。




